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令和６年度 目黒日本大学中学校高等学校 自己評価票 
 

〔本校の目指す学校像〕 

本学園の建学の精神である「質実剛健・優美高雅」、また、教育理念「しなやかな強さを持った自立できる

人間を育てる」を基として、「日本大学教育憲章」に定める「日本大学マインド」及び「自主創造」を教育方

針に反映させ、付属校として「日本大学」の名にふさわしい学園づくりを実施し、生徒一人ひとりの個性を

磨き込み、時代に流されない人間力と知性を併せ持った、輝く人材を育成する。 

 

〔本校の特長〕 

本校では、通常授業や探究学習をはじめとする諸教育活動において、自ら考え、自分なりの答えを導き出

し、その考えをアウトプットする活動を重視することにより、将来のキャリアを自ら切り拓く力を育成する。

中学校においては、６年間の中高一貫教育を実施。高等学校全日制課程においては、３つのクラス（中高一貫

クラス、選抜クラス、Ｎ進学クラス）、高等学校通信制課程においては、３つのクラス（アドバンスクラス、

スタンダードクラス、芸能スポーツプロフェッショナルクラス）をそれぞれ設置し、生徒一人ひとりの目標

に合わせた教育を実施している。 

日本大学との高大連携事業では、高等学校２学年の IP授業（探究学習 Inquiry Program）において、日本

大学各学部・学科を生徒が訪問し、専門分野に関する個別レクチャーを受ける取り組みを実施した。また、法

学部・経済学部・商学部における科目等履修生制度への参加や、４つの学部（文理学部・商学部・芸術学部・

理工学部）の学部長によるシンポジウムを実施することで、生徒のキャリア育成に寄与する教育活動を展開

している。 

いずれの課程においても、「目黒日大ルーブリック」を活用し、本校生徒として身につけるべき姿勢と力を

明確に示すことで、生徒の人間力育成に力を注いでいる。 

〔本校の課題〕 

 ・「未来の目黒日大プロジェクト」と冠する教職員ミーティングを実施し、不確実性の高まる時代における

学校教育のあるべき姿を模索しつつ、本校の教育活動の見直しとブラッシュアップを実行していく。 

 ・SNSを活用した、受験生やその保護者へのタイムリーな情報発信サービスを徹底する。 

 ・生徒会指導部による、地域との共生に関し、主体的かつ共生的な地域活動の機会創出を推進する。 

 

令和６年度の取組結果 

〔概況〕 

・学園 

私立学校が社会の信頼を得て一層発展していくため、社会の要請に応え得る実効性のあるガバナン

ス改革を推進するための制度改正を行うとして、令和７年４月１日付 改正私立学校法が施行される。

これに基づき、「執行と監視・監督の役割の明確化・分離」の考え方から、理事・理事会、監事及び評

議員・評議員会の権限分配が整理され、私立学校の特性に応じた形で「建設的な協働と相互けん制」

が確立される。 

本学園においては、令和６年度中に、役員等（理事・監事・評議員）の資格、任期及び選解任等の

手続きの見直し、理事選任機関設置をはじめとする寄附行為の改正及び諸規程の整備に取り組んでき

た。また、令和７年度から「大臣所轄学校法人等」に分類され、大学法人と同等の扱いとなる本学園

は、ガバナンスの更なる強化として、内部統制システムの整備、中期計画の策定、ホームページ等に

よる情報公開の義務化、会計監査人の設置等に係る制度の整備にも取り組んできた。 

この取り組みにより整備した制度を実行に移し、その実行に対し評価したうえで改善し、次年度へ

継続的に取り組んでいくことにより、私立学校法改正の趣旨に沿った学校法人運営を目指している。 
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・中学校 

令和６年度は、すずかけ祭や体育祭など全校生徒で行う行事に加えて、中学校での教育活動の中心として据

えている「オーストラリア短期留学」をはじめとする宿泊行事、京都奈良ＦＷ、東北・函館ＦＷなど、基本的に

すべての学校・学年行事を予定通り実施することが出来た。 

通常授業、特別課外、特別課外学習会などの教育活動も滞りなく実施できが、その結果としての生徒の学習

状況を図る１つの指標である「学力推移調査」においては、残念ながら、総じて大きな変化、すなわち、大きな

生徒の学力向上を見ることは出来なかった。しかしながら、学校満足度アンケートにおいては、昨年度に引き

続き90％を超える生徒が「自分の学力を伸ばしてくれる」の項目に、「非常に満足している」、もしくは「どち

らかといえば満足している」と回答している。 

また令和６年度は、目黒日本大学中学校の４期生が高等学校へ進学する年度であったが、学年の96％にあた

る在籍 104 名中、100 名が併設高等学校へ進学する結果となった。本校の高等学校通信制課程に進学した生徒

１名を含めれば、学園としては97％の生徒が内部進学をしたと言える。また、外部に進学した生徒は、海外の

高校に進学予定生徒が１名、進路変更により他の私立高等学校に進学した生徒が２名となった。 

以上のことより、令和６年度も、本校が求める基本的な教育活動をしっかりと行うことのできた１年間であ

ったと言える。 

・高等学校全日制課程 

令和６年度は、日本大学への進学率が 68.3％から 73.4％へ伸長するとともに、内部進学希望者の 98％が進

学を達成するなど、付属高校として安定した大学進学を確保することができた。また、昨年度から僅かに減少

しているものの、41名の生徒が早慶上理・GMARCHの合格を得るなど、他大学への進学も安定して実現する

ことができている。 

生徒指導においては、特別指導案件が昨年度の26件から８件と、その数を大幅に減少させることに成功した。

この要因として、目黒警察署によるSNS講話や生徒指導部によるSNSアンケートの実施、生徒から生徒へ発

信したSNS防止動画コンテストを毎年継続的に行ってきたことで、生徒の中でもSNSを利用するうえでのマ

ナー（許容範囲の線引き）が向上し、判断力が身についてきたことなどが挙げられる。一方で、今年度の特別

指導案件の中には、リスクを予測することができずに重い処分を受けた生徒がいたことは大きな反省点である。 

生徒の課外活動においては、水泳部・ダンス部・バドミントン部・ゴルフ部・相撲部・ソフトボール部・陸上

部・演劇部が全国大会に出場し、文武両道の達成を実現したことによって、学校全体の活性化を実現した。ま

た探究活動においても、高校１学年 IP授業における企業インターンワークの全国大会において、複数のグルー

プがグランプリ及び入賞を受賞するなど、日々の学習成果を遺憾なく発揮した。 

これらの活動成果は、新型コロナウイルスの影響から脱却したことによる諸教育活動の積極的な実施ととも

に、「目黒日大ルーブリック」による指導方針の明確化が良い形で影響を与えたものであると考えられる。 

・高等学校通信制課程 

今年度の在籍者数は、４年前の大幅な生徒数減少から脱却し、年度当初の必達・挑戦目標をほぼ達成するこ

とができた。また、令和７年度の生徒募集活動においては、アドバンスクラス２クラス体制が安定し、アドバ

ンスクラスの一般入試の出願者数が140 名を超えるなど、３年連続で大きな成果を収めた。一方で、アドバン

スクラスへの人気偏重と都立入試の動向による影響か、スタンダードクラスを希望する受験生数が減少した。

芸能スポーツプロフェッショナルクラスは、昨年度よりも希望者が多かったため、結果、令和７年度も１学年

５クラスでスタートすることになった。最終的には、令和７年度４月の段階で生徒数が790 名を超えており、

今年度中には、未踏の領域である生徒数900名を超えると予想される。 

令和６年度も生徒数増加傾向が続いた理由を考察すると、本校が日本大学付属の通信制高等学校であること

の認知度が高まったことだけでなく、社会全体として、より「学校らしい通信制」に対するニーズが高まって

いることを示している。また、日本大学への進学を希望する層や付属校からの転入生も着実に増えており、受

験生および保護者の進学に対する意識が高く、そのことがアドバンスクラスに人気が集中する原因と考えられ

る。一方で、アドバンスクラスに反比例するように、スタンダードクラスの受験者数が少なくなり、さらに歩

留まりも良くないことを鑑みると、いよいよスタンダードクラスの教育的な水準を引き上げていくことが必要

になっていると考えるべきである。 
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教育活動 

評価項目 取組結果・進捗状況 
達成 

状況 

新学習指導要領へ

の対応 

本校生徒としてのあるべき姿を示す「目黒日大ルーブリック」を本格実施し、

各行事をはじめとする校内の諸教育活動にて目標とすべきルーブリック数値

を設定することで、それぞれの教育活動における育成テーマの明確化を図っ

た。また年度末におけるルーブリックアンケートの結果は、ほぼすべての項目

において全学年数値が向上しており、これまで数値で測ることができなかった

「非認知能力」の成長を促すことに成功した。 

Ａ 

高大連携事業 

高等学校２学年の IP授業（探究学習 Inquiry Program）では、日本大学各学

部・学科を生徒が訪問し、専門分野に関する個別レクチャーを受ける取り組み

を実施した。また、日本大学法学部・経済学部・商学部における科目等履修生

制度へ参加し、高校在学中に大学の単位習得を実現した。 

その他、日本大学の４つの学部（文理学部・商学部・芸術学部・理工学部）の

学部長によるシンポジウムを実施し、生徒のキャリア育成に寄与するなど、全

校にて積極的な高大連携事業を推進することができた。 

Ａ 

学力向上・定着 

各教科と連携し、模試や基礎学力到達度テストの過去問を定期的に繰り返し、

特別講習などを実施することにより、４月以降の模試や基礎学力到達度テス

トに向けて意識を高め、学習習慣を定着させるよう努めた。 

Ｂ 

※【Ａ達成できた、Ｂ大体達成できた、Ｃあまり達成できなかった、Ｄ達成できなかった】 

 

学校生活への配慮 

評価項目 取組結果・進捗状況 
達成 

状況 

いじめ体罰（暴言・暴

力）防止のための取

組 

生徒指導部、生徒支援室、いじめ防止対策委員会との連携を強化し、年に２回

「いじめ防止アンケート」を実施した。また、いじめ防止リーフレットの配布、

目黒警察署による SNS 関連の講演会など、生徒間の適切なコミュニケーショ

ンを促進させるプログラムを実施した。 

Ａ 

教職員の統一的な 

指導 

教員全員参加の研修会を、年に３回実施（進路指導研修、生徒指導研修、PEP 

TALK研修）し、各テーマに対する教員としての研鑽を積むことができた。ま

た、「未来の目黒日大プロジェクト」と称する本校の今後を考えるプロジェクト

も実施した。 

Ｂ 

生徒への価値観指導 

本校生徒としてのあるべき姿を示す「目黒日大ルーブリック」を本格実施し、

各行事をはじめとする校内の諸教育活動にて目標とすべきルーブリック数値

を設定することで、それぞれの教育活動における育成テーマの明確化を図っ

た。 

Ａ 

※【Ａ達成できた、Ｂ大体達成できた、Ｃあまり達成できなかった、Ｄ達成できなかった】 

 

課外活動 

評価項目 取組結果・進捗状況 
達成 

状況 

部活動加入率 

【目標数値75％】 

中学校において85％、高等学校において74％の加入であり、合計すると77％

の加入率となり、目標を達成することができた。 
Ａ 
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体育祭満足度 

【目標数値4.1以上】 

満足度4.3 

今年度は体育祭実行委員を募り、生徒たちは積極的に活動してくれた。次年度

からは、生徒会役員と体育祭実行委員で企画・運営を進めていく。昨年度と同

様の「応援グッズ持ち込み」「事前動画制作」に加えて、今年度は「ヒーローイ

ンタビュー」や「歌うま生徒の歌唱」など、生徒の企画を形にすることができ

た。以上のように、生徒会役員によって生徒の満足度を上げるための取り組み

を実行できたことにより、目標を達成することができた。 

Ａ 

文化祭 

ホスピタリティ 

来場者の人数制限を継続したことで校内の安全確保につながり、各フロアは余

裕を持って通行することができた。また、人気のクラス企画においても混雑な

く来場者を迎え入れることができていた。昨年度の反省として挙げた体育館の

混雑を解消する方法として、各団体発表を体育館・ダンスホールで分散したた

め、目標を達成することができた。 

Ａ 

文化祭 

クラスへの帰属意識 

文化委員だけでなくすべての委員・生徒会役員、各クラスの生徒が４月のオリ

エンテーション期間から集中して取り組むことができた。短い準備期間だから

こその熱量と二日開催、中夜祭の実施などすずかけ祭らしい形で実施できたこ

とが満足度や各ルーブリックの目標値達成につながった。また、「歌うま選手

権」については、予選から本番まですずかけ祭全体を盛り上げる企画となって

いる。 

Ａ 

学校生活アンケート

（高３） 

【各項目3.5以上】 

「明るい」4.3 「優しい」4.3 「忙しい」3.8 「前向き」3.7 

いずれの項目においても、目標を達成することができた。 
Ａ 

学校生活アンケート

（中１～高２） 

【各項目3.5以上】 

「明るい」4.4 「優しい」4.3 「忙しい」3.8 「前向き」3.6 

いずれの項目においても、目標を達成することができた。 
Ａ 

※【Ａ達成できた、Ｂ大体達成できた、Ｃあまり達成できなかった、Ｄ達成できなかった】 

 

進路指導 

評価項目 取組結果・進捗状況 
達成 

状況 

日本大学への進学者

数増加に向けた取組 

日本大学への進学率が 68.3％から 73.4％へ伸長するとともに、内部進学希望

者の98％が進学を達成するなど、付属高校として安定した大学進学を確保する

ことができた。 

Ａ 

難関大への合格者数

の増加に向けた取り

組み 

また、昨年度から僅かに減少しているものの、４名の生徒が国公立大学等に進

学し、さらに 41 名の生徒が早慶上理・GMARCH の合格を得るなど、他大学

への進学も安定して実現することができている。 

Ｂ 

※【Ａ達成できた、Ｂ大体達成できた、Ｃあまり達成できなかった、Ｄ達成できなかった】 

 

保健衛生 

評価項目 取組結果・進捗状況 
達成 

状況 

安全教育の徹底 

学校安全計画並びに学校保健計画を作成するとともに、「ほけんだより」や「生

徒支援室だより」を定期的に発行したことにより、安全教育に関する周知徹底

を図ることができた。 

Ａ 

安心な環境の確立 

教育相談委員会、保健衛生部を核とした学年との連携は、定例会を通じて図ら

れた。また安全衛生委員会とも連携し、感染症対策に対しても迅速に検討し実

施された。 

Ａ 
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安全教育の研究 
普通救命救急講習及び熱中症予防研修、いじめ防止アンケートの実施について

計画通り行うことができた。 
Ａ 

※【Ａ達成できた、Ｂ大体達成できた、Ｃあまり達成できなかった、Ｄ達成できなかった】 

 

図書 

評価項目 取組結果・進捗状況 
達成 

状況 

読書活動の推進 

生徒図書委員会と協同して、「図書だより」の告知と掲示を行った。また、６月

に行われたすずかけ祭では、おすすめの本を紹介した POP を作成し、コンテ

ストを行った。それ以外では、「蔵書点検」「イベント」「展示・環境」「電子図

書館」「広報」の担当に分かれ、生徒各自が担当の役割を果たしたことにより、

読書活動の推進を図ることができた。 

Ｂ 

ICTスキルの向上 

教員アンケートを行った結果、83％の教員が１つ以上の ICT教材を活用してい

ると回答があった。（５段階評価中、活用度平均は3.9）アンケートの結果から

も積極的に ICTを活用することで、教員の間でも利便性を実感できている教員

が多いように感じる。また、教員用に作成したツールに関するアンケート結果

を見ると、ツールの使用率が 76％、満足度が５段階中 4.1 という結果であっ

た。この結果からも ICT ツールが校内でうまく使われていることが評価でき

る。 

Ａ 

※【Ａ達成できた、Ｂ大体達成できた、Ｃあまり達成できなかった、Ｄ達成できなかった】 

 

広報 

評価項目 取組結果・進捗状況 
達成 

状況 

募集定員の充足 

中学校においては、1,032名の出願者（実人数505名）に対し110名の入学者

であり、高等学校においては、747 名の出願者に対し340 名の入学者という結

果であった。中学校及び高等学校において、共に募集定員の充足は達成するこ

とができた。 

Ａ 

広報活動の質向上 

各学校説明会への参加者数は、中学校にて 127％の増加、高等学校にて 120％の

増加を達成しており、広報活動については総じて良好な成果を遂げることができ

た。中学校説明会においては、在校生が工夫を凝らし、非常に良いプレゼンをして

くれた。また、司会・校舎見学ツアー・スポット立ちの生徒もそれぞれ意欲的かつ親

切に受験生・保護者の方に対応してくれた。全体を通して、クオリティの高い説明会

の提供ができていると感じる。高等学校においては、生徒会役員と広報委員の生徒

が常時参加してくれたことにより、円滑な説明会運営を実現することができた。また

校舎自由見学で生徒を各所に配置したことで、受験生保護者からの質問に速やか

に対応できた。さらには、説明会の冒頭にてウェルカムパフォーマンスを入れたこと

で多くの受験生に見てもらえた。 

Ａ 

※【Ａ達成できた、Ｂ大体達成できた、Ｃあまり達成できなかった、Ｄ達成できなかった】 

 

管理運営(分掌・会議・委員会、財政、施設・設備等) 

評価項目 取組結果・進捗状況 
達成 

状況 

法人事務 理事会、評議員会、執行部会の運営、日本大学本部、東京都、目黒区への対応、

公文書、公印管理、議事録作成、各種規程の改廃、法人保険取扱、訴訟等弁護

士対応などの法人業務を取り扱った。 

その他、令和７年４月１日付施行の改正私立学校法に則した法人運営に対応す

べく、制度改正・刷新を実施した。 

Ａ 
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総務事務 （庶務・教務） 

園児・生徒在籍管理、就学支援金・奨学金等保護者負担軽減事務、各種証明書

類発行、教科書発注、生徒保険取扱、幼稚園事務補助、すずかけの会(父母の会)

事務、同窓会事務を取り扱った。 

（人事・給与） 

① 人事・採用、労働組合関係、労務管理、福利厚生、給与、人事計画案作成

を取り扱った。 

② 今年度の教職員採用者数は20名で、在職者数は167名。内訳は、教員147

名（本務95名、兼務52名）、職員20名（本務19名、兼務１名）、派遣職

員11名であった。また、今年度末までに12名が退職した。 

③ 教職員に対する待遇改善については、人材確保の観点からも、昨年度に引

き続き全教職員を対象とした給与のベースアップ及び賞与の増額を実施し

た。 

④ 働き方改革の一環として、教学支援のために派遣職員を配置し、分掌業務、

通信制業務、ICT支援業務の支援を行い、教員の業務負担の軽減を図った。 

Ｂ 

管財事務 ① 昨年度に引き続き、空調機（ガスエアコン）取替工事を実施した。 

⇒普通教室全教室更新工事を「令和６年度省エネ設備等導入事業助成金」

の限度額に近い金額で実施し、63,477,000円の補助金を享受できた。 

② 電子黒板取替工事を変更し、普通教室のアクセスポイント交換工事を実 

  施した。 

⇒予定した教室棟３階、４階の20教室の電子黒板取替工事は仕様変更の検

討中の為、アクセスポイントの接続不良改善としてフルノシステム社製

の機器を普通教室40ヶ所に設置。 

「令和和６年度私立学校デジタル教育環境整備助成事業」の交付申請 

額、満額3,724,000円の補助金を享受できた。 

Ｂ  

経理事務 部署別予算実績を集計し、財務分析を行った。 Ｂ 

※【Ａ達成できた、Ｂ大体達成できた、Ｃあまり達成できなかった、Ｄ達成できなかった】 

 

令和７年度の改善取組項目及び方策 

教育活動 

改善取組項目 取組方策 取組スケジュール 

新学習指導要領の

対応 

新学習指導要領に対応するために策定した、「７時

間×39コマ」の授業カリキュラムを見直し、生徒の

希望進路が実現できるカリキュラムの再編成を行

う。 

８月までに暫定カリキュラムを

確定させる。 

高大接続改革 

これまでの高大連携事業を継続させつつ、新たに高

校２年生 IP授業において「情報科学ゼミ」を新設す

るなど、生徒と時代のニーズに合わせた教育活動を

展開していく。 

５月と８月に生徒が大学を訪問

し、大学の先生方からの直接のレ

クチャーを受ける。 

学力向上 

① 教科主任の先生方を中心に、各教科会で学力向

上に向けた授業方法や、指導方法、その他、新た

な施策を検討し、制度作りを実施する。 

② 外部研修会への積極的な参加と、各教科での報

告会の実施を徹底する。 

③ 授業見学期間の設定。 

① 月に１度の定例教科会にて

実施する。 

② 主に夏休み期間における、予

備校等の開催する指導法セ

ミナー等を活用する。 

③ ６月９日～14 日までを見学

期間に設定する。 
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学校生活への配慮 

改善取組項目 取組方策 取組スケジュール 

生徒への価値観指導 

 

① 規範意識・SNSアンケートを実施し、自分自身

の SNS や規範意識に関するリスク管理や意識

の度合いを10段階で評価する。 

② 規範意識・SNSトラブル防止動画コンテストを

行い、自分たちの身を守るために「SNSを使う

ときに気を付けたいこと」や学校生活で起こり

うる問題をテーマにして、生徒自身に考えさせ、

「防止動画コンテスト」を実施する。 

③ 外部講師（目黒警察書）のSNS講話を実施し、

SNS使用についての判断基準（目安）の明確化

を図る。 

① 年間で２～３回実施する。 

② 夏休み期間を利用し、コンテ

ストの応募・作成期間を設定

する。９月の全校集会におい

て、優秀作品に関する表彰を

行う。 

③ ２学期末に実施予定。 

教職員の統一的な 

指導 

① 方針や指導基準を揃えるため、内規や生徒手

帳、Classi配信で共通化を図る。 

② 情報共有をシステム化し、短く・こまめに記録

をClassi等へ残すことを徹底する。 

③ 指導スタイルの違いを調整すべく、一人ですべ

てやるのではなく、「指導が厳しい先生と、生徒

に寄り添う先生」をペアにするなど、状況に応

じて役割を「分担」する。 

それぞれ日々の業務として随時

実施する。 

 

保護者への周知、 

生徒の規範意識向上 

保護者が不安になるのは「学校の方針や子どもの様

子が分からない」ときが多い傾向にあるため、学校

側から積極的に情報を伝えていくことで、信頼度を

高める。 

① 目的の共有を図るべく、「子どもの成長を一緒

に支える」という共通ゴールを持つ。 

② 各学期に生徒指導通信を発信する。 

③ デジタルツールを活用し、Classiを活用して、

保護者へのお願いや注意喚起、アンケート結果

の共有など情報をこまめに発信する。 

①・③については、随時実施して

いく。 

②については、各学期に１回の発

行を行う。 

 

課外活動 

改善取組項目 取組方策 取組スケジュール 

地域活動の促進 

区内の活動に参加して目黒日大の認知度向上を図

るため、各種案内を生徒・教員と共有し、参加を促

す。年間10回以上の参加を目標とする。 

随時実施する。 

高大連携 

高等学校２学年の IP授業や法学部・経済学部・商学

部における科目等履修生制度へ参加、４つの学部

（文理学部・商学部・芸術学部・理工学部）の学部

長によるシンポジウム実施を継続し、より生徒の大

学入学後のミスマッチを防止していく。 

科目履修生については、年度末と

年度当初に希望者を募り、前期科

目と後期科目のそれぞれにおい

て実施する。 

学部長シンポジウムは６月に実

施。 
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進路指導 

改善取組項目 取組方策 取組スケジュール 

日本大学への進学者

数増加に向けた取組 

① 各種講習による基礎学力の向上。 

② 高校１年時において、日本大学より講師を派遣

してもらい、学部ごとの説明をしてもらうこと

で、日本大学や学部に関して理解を深める。 

③ 高校２年時においては、日本大学を訪問し、資

料だけではわからない点を肌で感じることで、

理解を深める。 

各時期の講習や進路行事を通し

て通年で養っていく。 

国公立・難関私大 

合格者増加に向けた

取り組み 

① 進研模試検討会を実施し、模試の結果を対象と

して学年単位で検討会を実施。学習改善の手が

かりとする。 

② 夏期講習・冬期講習・春期講習に関しては、校

内予備校「学び場」にて実施する。さらには、難

関大学対策講習や総合型選抜対策、合宿等も生

徒のニーズに合わせて実施を進めていく。 

② 主に放課後の時間を利用し

て講習を実施し、各種講習や

合宿については、長期休暇期

間を利用して実施していく。 

 

保健衛生 

改善取組項目 取組方策 取組スケジュール 

安心な環境の確立 

学校安全計画と学校保健計画の立案 

① 管理と数学が連携し危険個所の早期発見と早

期改善を徹底し安全な環境整備にあたる。 

② 心身の健康に関する教育の実践と予防活動を

推進する。 

安全衛生委員会の定例会を行う。 

保健衛生部会の定例会を行う。 

安全教育の研究 

① 本年度の対象教職員全員が普通救急救命講習

を修了する。 

② 日本大学大学院文学研究科心理学専攻、日本大

学文理学部心理学科からの実習生を受け入れ、

公認心理師を目指す学生の支援と育成を実施す

る。 

③ 生徒カウンセリングをテーマにした、教員向け

の講話または研修会を実施する。 

④ ほけんだより及び生徒支援室だよりを発行す

る。 

① ８月の長期休暇中に実施。 

② ６月及び11月にそれぞれの

受け入れを実施する。 

③ 学期に１度予定されている

教員研修のテーマとして実

施する。 

④ ２か月に１回程度の発行。 

 

図書 

改善取組項目 取組方策 取組スケジュール 

読書活動の推進 

① 探究活動や IP 授業との連携を図り、それぞれ

の学習に役立つ資料を充実させる。該当の生徒

には、最低２冊以上、参考文献として書籍を活

用することを指導する。 

② 教員の利用を増やすべく、各教科に「教科とし

ての購入希望図書」を聞いて本を購入していく。

また、教員にオススメ本を紹介してもらい、先

生たちが見本となって図書館を利用すること

通年 
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で、生徒の「向上心」を養う。 

③ 朝読書の改善を図り、学期の始めに（年間3回）

図書館で本を借り、常に机またはロッカーに入

れておくことを実施する。原則、朝読書は iPad

で電子図書を読むことを禁止にすることを検討

する。 

ICTスキルの向上 

① 探究活動や IP 授業における発表だけでなく、

通常授業においても電子黒板を効果的に活用す

る。 

② ICT スキルに関わる研修会を実施するととも

に、授業に役立つスキルとしての「ブリタニカ・

オンラインの活用方法」などについての教員研

修会を実施する。 

③ 事務局と連携し、ICT環境の整備および情報リ

テラシーの向上を図る。具体的には、Teamsで

の授業やYouTube配信等の管理・運営を継続す

る。 

② 全体参加１回、任意参加２

回。 

 

 

広報 

改善取組項目 取組方策 取組スケジュール 

募集定員の充足 

① Web ページのリニューアルを図り、SNS（MA

ツール、LP）の効果的利用を実現する。 

② イベントごとの受験生動向を分析し、各種説明

会における新規／リピート／学年の割合を必ず

記録しておく。 

③ 説明会・学校公開日の充実を図るため、動画で

基本情報の告知を行うとともに、入試解説会の

取り組みを復活させる。 

年間行事スケジュールを確認し、

入試概要、募集要項の作成を５月

中に完了させる。 

 

広報活動の質を 

高める 

① Webページの管理徹底とタイムリーなブログ、

SNSを利用したマーケット戦略を実施する。 

② アナリティクスの分析会（学期ごとに報告） 

③ 各部活動で使用する SNS を利用し、イベント

の告知など行う。 

④ 外部の情報交換会へ参加し、他校の広報の先生

方との交流を通して、新たな施策を考案する。 

⑤ 学校説明会・個別相談において、在校生の発表

の機会を増やすとともに、生徒の広報実行委員

会の組織化を図ることで生徒主体のイベントを

アピールする。 

３月に次年度の年間活動計画表

を作成する。４月の運用から毎月

振り返りと分析を行い、翌月に繋

げる。また、各イベントの前後で

情報共有し、少なくとも毎月の職

員会議では模試志願者等の報告

を行う。 

その他、年間通して、他校のイベ

ント状況（中学学校公開日の実施

方法や説明会頻度など）を確認す

る。 

 

管理運営(分掌・会議・委員会、財政、施設・設備等) 

改善取組項目 取組方策 取組スケジュール 

法人事務 ① 令和７年４月１日付施行の改正私立学校法に対

応するため、法人事務局の更なる充実を目指す。 

② 改正私立学校法において確立されるガバナン

ス体制に対応するため、令和６年度に取り組ん

できた諸制度の整備・改正に基づき、迅速かつ

理事会は、改正私立学校法に基づ

き、原則３か月に１回開催。 

評議員会は、年２回以上開催。 

執行部会は週１回開催。 

日大･都･区対応及び規程の改廃
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効率的な法人運営を目指すよう取り組む。 

③ ガバナンス体制を強化するため、監事との連携

を密にし、監事監査を実施する。 

④ 理事会、評議員会、執行部会の運営、日本大学

本部、東京都、目黒区との対応、公文書、公印管

理、議事録作成、各種規程の改廃、法人保険取扱

等法人業務を取り扱う。 

は理事会決議に応じ対応。 

総務事務 （庶務・教務） 

① 個々の担当業務における理解度は、年々高まっ

ているが、総務全体としての業務理解度をさら

に向上させる必要がある。個々の担当業務の枠

にとらわれず、広い視野を持って業務を遂行す

ることが求められる。 

② 園児・生徒在籍管理、就学支援金・奨学金等保

護者負担軽減事務、各種証明書類発行、教科書

発注取扱、福利厚生施設利用管理、生徒保険取

扱、幼稚園事務全般を取り扱う。 

（人事・給与） 

① 庶務同様、個々の担当業務における理解度を向

上させる必要がある。また、労務管理を正確に行

うにあたり、教職員の現状を把握し是正してい

く。 

② 人材確保の観点からも、教職員に対する待遇改

善について、引き続き検討・見直しを実施する。 

（庶務・教務） 

在籍管理は園児・生徒の異動によ

り対応、保護者負担軽減事務は各

自治体スケジュールに応じ対応

する。 

管財事務 ① エアコン取替工事は令和６年度に引き続き３

期工事として、普通教室全箇所の取替え工事を

行う。 

② 電子黒板取替工事は４階普通教室 10 か所をワ

イド投影の「ワイード」にする。 

③ 総合棟屋上の人工芝老朽化に伴いゴムチップ

床に改修工事を実施する。 

① ４月より先行工事をし、GW

期間中に一定箇所の工事を

完了させ、８月の工事を昨年

度より短期間で行う。 

② に、工事業者の見積り合せを

し、８月の夏休み期間に工事

を行う。 

③ ５月中に施工業者を選定し

７月上旬から８月下旬の工

期で改修工事を行う。 

経理事務 （予算・決算） 

① 適切な予算執行を行う。 

② 昨年度決算の部署別・目的別の分析を行い、中

長期の学園の収支バランスを踏まえたうえで、

令和８年度予算書を作成する。 

（預り金） 

卒業時の精算に加え、高等学校（全日制課程・通信

制課程）・中学校・幼稚園の各学年の預り金の収支報

告を保護者へ通知する。 

（予算・決算） 

① 随時 

② 令和７年９月以降～ 

 

 

（預り金） 

令和７年７月頃 

 

以  上 

 


